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1日

各所属所長　　　様

13高教互第　89　号

平成14年3月28日

財団法人高知県教職員互助会

理事長　　大　崎　博　澄

財団法人高知県教職員互助会給付規程等の一部改正について（通知）

平素は、財団法人高知県教職員互助会の運営のためにご協力をいただいております。

このことにつきまして、お礼を申し上げます。

今回、公立学校共済組合において、医療費（本人及び家族）の一部負担金払戻金に

っいて、既に、ご案内のとおり4，000円の控除から3年間で順次20，000円へ

引き上げられることとなりました。このため、当互助会の医療費補助金（本人及び家

族）につきましても別紙のとおり給付規程の改正をいたしました。

会員の皆さまには、一層負担が大きくなることになりますがご理解をいただきます

ようお願いいたします。

また、運営規則につきましても「公益法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関

する法律」に基づき派遣される職員の会員資格を明確にするため、別紙のとおり号を

追加する改正を行いましたので、会員の皆さまへご周知くださるようお願いします0

記

1　医療費補助金

家族医療費補助金

2　運営規則

3　育児休業の掛金免除

1，800円超～5，000円　　互助会負担

2，200円超～5，000円　互助会負担

号を追加し派遣職員に関する会員資格明確化

1歳未満から3歳未満へ対象年齢を拡大

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴

うもの



財
団
法
人
高
知
県
教
職
点
互
助
会
給
付
規
程
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
十
四
年
三
月
二
八
日

財
団
法
人
高
知
県
教
職
員
互
助
会
理
事
長
　
大
崎
博
澄

第
六
条
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

「
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
等
」
を
「
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
（
昭
和
三
七
年
法
律
第
一
五
二
号
）
、
健
康
保
険
法
（
大
正

十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
及
び
老
人
保
険
法
（
昭
和
五
七
年
法
律
第
八
十
号
）
そ
の
他
の
法
令
」
に
改
正
す
る
。

「
そ
の
超
え
る
金
額
に
相
当
す
る
額
を
支
給
す
る
。
」
を
「
そ
の
超
え
る
金
額
か
ら
五
千
円
ま
で
の
範
囲
の
金
額
に
相
当
す
る
額
を

支
給
す
る
。
」
　
に
改
正
す
る
。

（
附
則
）

こ
の
改
正
は
、
平
成
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
し
、
改
正
後
の
医
療
費
補
助
金
及
び
家
族
医
療
費
補
助
金
は
、
平
成
十
四
年
二
月

一
日
以
後
の
診
療
に
係
る
も
の
に
つ
い
て
適
用
す
る
。



◇財団法人高知県教職員互助会給付規程第6条を次のとおり改正する。

（医療費補助金及び家族医療費補助金）

第 6 粂　 医療費補助金又は家族医療費補助金は、地方公務員等共済組合法 （昭和．

3 7 年法律第 1 5 2 号）、健康保険法 （大正 1 1 年法律第 7 0 号）及び老人保

健法 （昭和 5 7 年法律第 8 0 号）その他 の法令によって療養費、家族療養費又

はこれ らに類する給付が支給 される場合 において、当譲医療費総額のうち、自

己負担に係 る療養費又は家族療養費に相 当する額が医療機関 ごと、月ごとの 1

件につき 1 ，8 0 0 円 （被扶養者 にあっては 2 ，2 0 0 円） を超えるときは・皇

の起 える金額か ら5 ，0 0 0 円まで の範 囲の金額 に相 当す る額 を支給す尋。た

だし、その額に 1 0 0 円未満の端数があるとき臥 その端数 を切 り捨てた額と

す る。

附　則

この規程は、平成14年4月1日から施行し、改正後の医療費補助金及び家族医

療費補助金は、平成14年2月1日以後の診療に係るものについて適用する。

ヽ．．．＿



財
団
法
人
高
知
県
教
職
貞
互
助
会
運
営
規
則
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

平
成
十
四
年
三
月
二
八
日

財
団
法
人
高
知
県
教
職
員
互
助
会
理
事
長
　
大
崎
博
澄

第
二
粂
第
一
項
第
三
号
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

「
単
純
な
労
務
に
雇
用
さ
れ
る
一
般
職
に
属
す
る
」
　
を
　
「
技
能
」
　
に
改
正
す
る
。

第
二
粂
第
一
項
第
四
号
の
次
に
一
号
を
追
加
し
第
五
号
と
す
る
。

「
公
益
法
人
等
へ
の
一
般
職
の
地
方
公
務
員
の
派
遣
等
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
派
遣
職
長
」

（
附
則
）

こ
の
規
則
は
、
平
成
十
四
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。



◇財団法人高知県教職員互助会運営規則第2条を次のとおり改正する。

ヽ■■■′

ヽ－一

第2条　寄附行為第21条に規定する会員は、公立学校共済組合高知支部に属す
る組合員（以下「共済組合員」という。）で、次の各号の一に該当する者に限
る。ただし、職員の再任用に関する条例（平成12年高知県条例第3号）の再
任用職員を除く。
（1）職員の給与に関する条例（昭和29年高知県条例第34条）第2条に規

定する職員
（2）公立学校職員の給与に関する条例（昭和29年高知県条例第37条）第

2条に規定する職員

（3）堕塵職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和32年高知県条例第
56条）第2条に規定する職員

（4）公立学校共済組合高知支部職員及び互助会事務局職員

＿（5）公益法人等への二堪職の地方公務員の派遣型こ曝す阜捷御こ畢ブi選塵
職員

附　則

この規則は、平成14年4月1日から施行する。



育児休業をしている会員の掛金の

免除の取扱いについて

平成14年4月1日

地方公務員の育児休業等に帥する法律（平成3年法律第110号）の一部を改正す

る法律により、育児休業の対象年齢が1歳未溝から3歳未溝へと引き上げられたため、

育児休業者に係る互助会の掛金の免除についても、同様に、1歳未満から3歳兼溝へ

免除期間を延長する。

ただし、運営規則第13集の規定は、覗行のとおりとする．

（参考一運営規則第13粂）

（掛金及び卦金串）

第13粂　会員は、

ヽ－

毎月掛金として給料月額（日額の場合はその25倍に相当

する額とする。）1，000分の6に相当する薇を給料受領の麻互助会に納入

しなければならない．ただし、地方公務員の育児休業等に開する法律（平成

3年法律第110号）その他の法律の規定に基づき育児休業をしている会員

が互助会に申出（別紙様式）をしたときは、育児休業の初日の属する月から

その育児休業が終了する日の翌日の属する月の前月までの期間に係る掛金を

免除する。


